
資料１

国際航空政策の戦略的推進の必要性について
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○ 航空局の国際分野の戦略的な企画・立案や、各部の施策の統括を実施する体制を強化するため、
局長を本部長とする国際航空戦略本部を７月１日付で設置。

審議官（副本部長）

航空戦略課国際企画室長
（事務局長）

空港施設課
空港国際業務推進官

交通管制企画課
航空交通国際業務室長

局長（本部長）

航空戦略課長

安全部長交通管制部長

安全企画課
国際調整官

航空ﾈｯﾄﾜｰｸ企画課
航空交渉室長

航空戦略課
国際企画室長

○ＩＣＡＯにおける我が国

のプレゼンス向上

○ＥＵーＥＴＳへの対応

○局の国際案件の統括

（多国間会議、二国間

会議、視察・表敬対応

等）

○オープンスカイ交渉等

のさらなる推進

・「新成長戦略（閣議決

定）」に基づき、オープン

スカイ交渉を実施。

・現在16ヶ国・地域とオー

プンスカイ合意済み

○空港整備の海外展開

・具体化した案件の着実な

推進（ﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ等）

・さらなる案件開拓のための

取組

－事業者等との協議会設置

－海外でのセミナー開催等

○国家安全プログラム

(SSP)・安全基準等の

国際標準策定等への

積極的関与

○国産旅客機の型式証明

に関する国際調整

○航空機の安全証明等に

係る外国当局との相互

承認 (BASA)の推進

○管制分野の国際展開
・機器メーカー等との協議
会設置

・案件開拓のための調査、
情報収集

○事務局 航空戦略課国際企画室

国際航空分野の業務体制の強化について



国際航空分野における多様な要素

空港運営

(Operation,

Management)

セキュリティ

(Security)

空港整備

（Construction)

航空管制

(Air Traffic

Management)

インフラ展開

２

オープン

スカイ

(Open Sky)

航空機製造

(Manufacturing)

運航の安全

(Safety)

人材育成、研修、専門家派遣等 (Capacity Building)

世界共通のルール・枠組み作り（国際民間航空機関：ICAO)



出典：ICAO（国際民間航空機関）作成「 Outlook for Air Transport to the year 2025」より引用
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航空輸送量の大幅な増加（国際・国内計）

2025年（平成37年）までの世界の航空旅客輸送において、最も伸びが著しいのはアジア太平洋地域（年平均
+5.8％）であり、輸送量も2005年（平成17年）に比べ約３倍に増加し、世界最大の航空市場に成長。

約３倍

３



インフラ海外展開関連の政府決定

（別紙２）各分野において当面、重点的に取り組む施策
（１）更なる成長力強化のための取組（経済のフロンティアの開拓）
① 経済連携の推進や世界の成長力の取り込み
○ パッケージ型インフラ海外展開の拡充

宇宙や環境配慮型都市（スマートコミュニティ等）を重点分野に追加するとともに、防災等、我が国が国際競争力を持つ分野を更に洗
い出す。また、こうした取組と併せて、官民挙げた資源獲得に戦略的に取り組む。

（３）世界における日本のプレゼンス（存在感）の強化（国際のフロンティアの開拓）
○ 強靭なインフラの整備

貿易保険を含む公的金融支援の一層の充実や我が国インフラ企業の競争力強化等の方策を提示した「国際競争力強化プログラム
（仮称）」の策定等、ODAや民間資金を用いて官民が連携したパッケージ型インフラ海外展開を推進し、アジアを始めとする振興国等に
おいて、防災や成長に資する強靭なインフラ整備を総合的に支援する。

平成２４年央 日本再生戦略決定（予定）

◇新成長戦略（平成２２年６月１８日閣議決定）（抜粋）
（日本の「安全・安心」等の技術のアジアそして世界への普及）

環境技術において日本が強みを持つインフラ整備をパッケージでアジア地域に展開・浸透させるとともに、アジア諸国の経済成長に伴う地球環境への負荷を軽
減し、日本の技術経験をアジアの持続可能な成長のエンジンとして活用する。具体的には、新幹線・都市交通、水、エネルギーなどのインフラ整備支援や、環境
共生型都市の開発支援に官民あげて取り組む。

土木・建築等で高度な技術を有する日本企業のビジネス機会も拡大する。さらには、建築士等の資格の相互承認も推進し、日本の建設業のアジア展開を後押
しする。また、アジアにおけるこれらの分野のビジネス拡大につながる途上国産業人材の育成を官民が協力して進めていく。これらにより日本も輸出や投資を通
じて相乗的に成長するという好循環を作り出す。また、日本の「安全・安心」の製品の輸出を促進するとともに、インフラ・プロジェクトの契約・管理・運営ノウハウの
強化に取り組む。これらの取組は、アジアを起点に広く世界に展開していく。
（略）
アジアを中心とする旺盛なインフラ需要に応えるため、「ワンボイス・ワンパッケージ」でインフラ分野の民間企業の取組を支援する枠組みを整備する。（略）これ

らの体制・制度を整備し、官民連携して海外展開を推進することにより、2020年までに、19.7兆円の市場規模を目指す。

◇日本再生の基本戦略（平成２３年１２月２４日閣議決定）（抜粋）

検
証

具
体
化

Ⅱ 日本再生に向けた戦略の方針
２ 空洞化防止・海外市場開拓
（海外市場の開拓・海外展開支援）

海外の成長をわが国の成長につなげるよう、海外市場の開拓も引き続き進めていくことが重要である。アジアを中心とした世界のインフラ需要は膨大であり、
大震災の影響や海外動向等を踏まえつつ、インフラ海外展開を推進する。

◇日本再生のための戦略に向けて（平成２３年８月５日閣議決定）（抜粋）

４



インフラ海外展開推進のための有識者懇談会について

◎ 家田 仁 東京大学大学院工学系研究科教授

大橋 忠晴 日本鉄道車両輸出組合理事長
（川崎重工業（株）会長）

小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科教授

木村 惠司 一般社団法人不動産協会理事長
（三菱地所（株）会長）

小林 栄三 海外港湾物流プロジェクト協議会座長
（伊藤忠商事（株）会長）

住川 雅晴 一般社団法人海外水循環システム協議会
理事長
（（株）日立プラントテクノロジー会長）

清野 智 海外鉄道推進協議会会長代行
（東日本旅客鉄道（株）会長）

竹中 統一 一般社団法人海外建設協会会長
（（株）竹中工務店社長）

※ ◎：座長
（五十音順・敬称略）

アジア等の成長の果実を取り込むための日本の強みを

活かしたインフラ海外展開について、これまでの取り組み

を評価・検証した上で、今後の課題を洗い出し、課題克服

に向けた戦略及びそれらを実現するための具体的施策を

とりまとめることを目指す。

５月２４日（木） 第１回：
懇談会設置、これまでのレビューと論点整理

６月 ４日（月） 第２回：
前回の議論を踏まえ、施策の方向性について議論

６月１３日（水） 第３回：
中間とりまとめ（案）について議論

６月２２日（金） 中間とりまとめ公表

（７月～９月 さらに議論を深めるべく３回程度開催）

目的

スケジュール

委員

５



インフラ海外展開推進のための有識者懇談会に中間とりまとめ

 基本的認識として、日本の強みと課題を整理

・日本の強み：製品、要素技術の水準の高さと、日本人、日本企業に対する信頼の高さ
・日本の課題：相手国ニーズのくみ上げ不足、相手国とのつながり（人材確保と人的ネットワーク）

の弱さ、海外展開を担うプレイヤーの不足、価格を含めた競争力、海外展開に対応
した国内の国際化等

 課題克服のための主な戦略・施策

・案件形成の強化、モデルプロジェクトの実施・支援等による相手国ニーズのくみ上げ
強化

・人材育成・人的ネットワーク構築、産官学の連携強化、情報収集の強化

・公的機関（鉄運機構、下水道事業団、水資源機構等）の活用、海外企業等との連携
強化によるプレイヤー確保、政府間対話の積極的活用、ＪＩＣＡ・ＪＢＩＣ等の不断の改善

・面的プロジェクトの推進、ＯＤＡと連携したＰＰＰ事業の推進

・防災パッケージ、制度・基準等のソフトインフラ、海洋分野等新分野の開拓

６



パッケージ型インフラ海外展開関係大臣会合

７

「パッケージ型インフラ海外展開促進プログラム」（平成24年6月27日同大臣会合決定）（抜粋）



これまでの空港整備関連ODA案件

新ウランバートル国際空港（事業実施中）

ノイバイ国際空港（事業実施中）

タンソニャット国際空港

ニノイ・アキノ国際空港

イロイロ空港

ジュアンダ国際空港

デンパサール国際空港

パレンバン空港

ミナンカバウ国際空港

クアラルンプール国際空港

バンダラナイケ国際空
港（事業実施中）

シャーアマーナト国際空港

マナス国際空港 スワナプーム国際空港

アスタナ国際空港

空港建設・拡張事業に円借款が用いられたアジア地域の主な空港（1992～2012）※

※国土交通省調べ

（モンゴル）

（タイ）

（ベトナム）

（ベトナム）

（フィリピン）

（フィリピン）

（インドネシア）

（インドネシア）

（インドネシア）

（インドネシア）

（マレーシア）

（スリランカ）

（バングラデシュ）

（キルギス）

（カザフスタン）

８



これまでの航空管制分野関連ODA案件

中国
民用航空管制システム近代化計画（計３事業）

フィリピン
航空保安施設拡充計画等計５事業
次世代航空保安システム整備計画（事業実施中）

インドネシア
航空保安設備整備事業

ネパール

トリブバン国際空港近代化プログラムにお
ける空港管制設備改善計画

航空管制分野で円借款・無償資金協力が行われたアジア地域の国（1978～2012）※

※国土交通省調べ ９



ネパール

航空局からの専門家派遣実績

空港整備、航空管制関連の長期・短期専門家派遣実績（アジア地域，過去20年）※

※国土交通省調べ

3 32 4415

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

3 46 83

タイ
1 3 122

ベトナム

1 147

9 7415

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

3 94

ラオス

3

ﾓﾝｺﾞﾙ

3 3

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ

9 8

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

3

ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｰｷﾞﾆｱ

2

ﾊﾟﾗｵ

1

ﾏﾚｰｼｱ

:長期専門家(空港整備)

:短期専門家(空港整備)

:長期専門家(管制)

:短期専門家(管制)

凡例 【専門家種別と派遣人数】

●派 遣 人 数 （ 単 位 ： 人 ）

１０

7人

109人

46人

178人



凡例 【受入国・人数】

航空関係（空港整備）での外国人研修員受入実績

バングラデシュ（9）

空港整備計画研修※受入実績（アジア地域，1994～2011）※

※ 1994～2003 空港技術セミナー，2004～2008 空港技術・政策セミナー，
2009～2011 環境に配慮した空港整備計画策定 （国土交通省調べ）

パキスタン（2）

インド（2）

スリランカ（1）

モルディブ（2） インドネシア（13）

マレーシア（2）

フィリピン（14）

東ティモール（1）

ベトナム（4）

モンゴル（5）

中国（3）

カンボディア（5）

ラオス（6）
ミャンマー（7）

ネパール（7）

ブータン（2）

タイ（4）

受入国（受入人数）

地域 人数

アジア地域 89名

大洋州地域 15名

中南米地域 12名

中近東地域 34名

アフリカ地域 13名

欧州・北米地域 5名

１１

計168名



凡例 【受入国・人数】

航空関係（航空管制）での外国人研修員受入実績

航空管制分野研修※受入実績（アジア地域，2009～2011）※

※ 1981～2009 航空交通管理(ATM)セミナー（隔年実施），
2002～2010 航空通信・航法・監視（CNS）技術セミナー（隔年実施），
2011～2013 飛行方式（RNAV）経路設計セミナー （国土交通省調べ）

アフガニスタン（1）

インドネシア（4）

フィリピン（2）

ベトナム（4）

カンボディア（2）

ラオス（5）
ミャンマー（2）

ネパール（2） 受入国（受入人数）

地域 人数

アジア 22名

アフリカ
（マラウィ、ケニア）

3名

ヨーロッパ
（モンテネグロ）

1名

大洋州
（ツバル）

1名

１２

計27名


